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本論文の問題意識と目的 
海洋は、科学技術の発展に伴いその利用形態を変えてきた。古くは、15 世紀のキャラッ
ク船やキャラベル船の発明が大航海時代を導き、航路としての海洋の利用形態を確立した。
世界経済のグローバル化に伴い海上貿易が増加の一途を辿り、大型のコンテナ船やタンカ
ーが七つの海を縦横に運航する今日においては、航路としての海洋の重要性は増すばかり
である。また、縄文時代の貝塚が日本においても確認されるように、人類は古代より海洋
において漁業を行ってきた。魚類は無尽蔵であり、際限なくとることができるとのグロテ
ィウス以来の認識は、流し網漁業に代表される技術の発展により改められることとなった。
また、20 世紀における音響測深システムやボーリング技術の発達が、大陸棚や深海底の資
源を開発可能ならしめている。漁業こそが海洋資源の利用であるというそれまでの認識を
覆すこのような科学技術の発達は、海洋の資源開発としての利用形態の価値を高めるもの
である。 
 このように海洋がその利用形態を変えるにつれ、海洋法も対応する形で発展してきた。
ローマ帝国の施政下では、同帝国の名の下に一つの海とされ海洋の自由が認められていた
が、複数の主権国家が林立する時代に入ると、トルデシリャス条約のように海は領有の対
象ともされた。しかし、新型船舶が発明され航行の自由の需要が高まり、グロティウスと
セルデンとの論争に決着が着くと、海は大きく領海と公海の二つに区分される。そして、
前者には沿岸国が領域主権を有するようになり、後者には「海洋の自由」の名の下に旗国
主義原則がとられることとなった。 
このような旗国と沿岸国が排他的に権限を配分する海洋法の枠組みは、20 世紀に入り海
洋法の法典化が行われ、多様な規則が設けられるようになっても原則としては維持された
ままであった。例えば、1958 年に採択されたいわゆるジュネーブ四条約においては、沿岸
国の権限の規定を含む「領海及び接続水域に関する条約」と海洋の自由を中心とする「公
海に関する条約」は、二つの異なる条約として採択された。また、「大陸棚に関する条約」
により大陸棚の制度が設けられたが、同制度も沿岸国の権限を規定するものと解されるこ
とから、上述の枠組みに影響を与えるものではなかった。 
その後、1982 年に「海洋法に関する国際連合条約（以下「UNCLOS」と略記）」が採択
されると、海洋においては、排他的経済水域（以下「EEZ」と略記）と深海底の二つの制
度が新たに設けられることとなった。EEZ は、新たな水域として導入された概念であるた
め、公海と領海との海洋の二元的構成を変質するものであるとされる。しかしながら、排
他的経済水域に関しても、沿岸国が主権的権利や管轄権といった権限を有することに鑑み
れば、上述の枠組みに影響を与えるものではない。上述の枠組みからの説明が困難となる
のは、もう一方の新制度たる深海底制度である。周知の通り、同制度は UNCLOS採択後に
締結された「国連海洋法条約第 11部実施協定（以下「実施協定」と略記）」に基づいており、
UNCLOSの規定がそのまま効力を有するわけではない。しかしながら、国際海底機構（以
下「ISA」と略記）を創設し、同機構に深海底の管理を委ねるという制度の基本構造は、
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UNCLOS 採択の時点から不変なままである。「人類の共同遺産（Common Heritage of 
Mankind）」概念の名の下に、このように国際機関に権限を集約する制度は、まさに、旗国
と沿岸国が排他的に権限を配分してきた枠組みから逸脱するものと評価できよう。 
UNCLOSは、このように海洋法の枠組みそのものを変更する一方で、既存の枠組みの原
則たる「海洋の自由」をも変質させている。同自由が確立して以来、科学技術の発展によ
り船舶は大型化の一途を辿り、一度の船舶事故のもたらす海洋環境の汚染は深刻化した。
グローバル化に伴う船腹量の増加はそのような事故のみならず、人や物の違法な輸送をも
増加させることとなった。そのため、海洋においてレッセ・フェール的な自由を維持し続
けることは最早適切ではないとの認識のもと、船舶の構造や運航のみならず、配乗や労働
条件に関する国際法規則までが増加することとなったのである。そして、このような規則
の増加は、「海洋の自由」から「海洋の管理」へと海洋法の原則を変質させるものと言える。 
 このように、海洋の自由から海洋の管理へと向かい、レッセ・フェールのような自由放
任ではなく、いざ管理をするとなれば、どのように管理するかが問われることとなる。こ
の点、近年では、海洋の管理にあたっては、「海洋を一体のものとして統合的に管理する」
視点が必要とされている。海洋を一体のものとして捉えず、水域ごとに国家の権限が峻別
されていては、大規模な海洋汚染への対処は困難なものとなる。また、現行海洋法がそう
であるように、海賊行為と海上テロリズムを峻別することが、実務上、混乱の一因となり
得ることはこれまでにも指摘されるところである。 
この、現行海洋法が必要とする「海洋を一体のものとして統合的に管理する」視点は、
現在隆盛しつつある「オーシャン・ガバナンス」の視点の一つと考えられよう。オーシャ
ン・ガバナンスの概念それ自体は国際法の文脈に限定されず多義的に用いられており、そ
の意味するところや位置づけは論者により異なる。ただし、多様な定義がある中でも、オ
ーシャン・ガバナンスが、「海洋を一体のものとして統合的に管理する」視点を含む概念で
あることについては、見解が一致しているように思われる。そこで、本論文においては同
ガバナンスをそのような概念として用いる。 
このようなオーシャン・ガバナンスの視点から海洋の管理を志向し、海洋において遵守
すべき実体的規則が設けられたとしても、そのような実体的則の遵守を確保する手続を欠
いたままでは、それは画餅にすぎない。この遵守の確保に関しては、従来の海洋法の枠組
みにおいては、船舶の旗国及び自国領土に隣接する水域に対し一定の権限を委ねられた沿
岸国が、実体的規則の遵守を確保する役割を担っていた。しかしながら、第二次世界大戦
後に多数の国家が独立すると、国家の均一性は失われることとなる。その結果、自らを旗
国とする船舶との関係が希薄化した便宜置籍船国や、EEZ は言うまでもなく、領海の管理
すら十分にできない沿岸国が増加した。そして、これらの事実により、旗国・沿岸国とい
った、海洋法の従来の枠組みにおいて管轄権を行使することが想定されていた国家が、最
早、想定された役割を果たすことができなくなった。遵守を確保しなければならない実体
的規則が増加する一方で、そのための手続きは機能不全を起こしているのである。そこで、
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これらの国家に代わって、実体的規則の遵守の確保を可能とする新たな手続きが必要とさ
れているのである。 
現代国際法において、規則の遵守を確保するメカニズムとしては、国際機関によるもの
と、国家によるものの二つに大別される。この点、海洋法においては、実施協定により始
動することとなった ISA が管理を行う深海底を除けば、国際機関が私的主体に対して実体
的規則を直接的に適用するメカニズムは原則として存在しない。そのため、海洋の管理は
国家に委ねざるを得ず、旗国・沿岸国による管轄権行使が限界を迎えているため、旗国・
沿岸国などの関係を有する国家以外の国家（以下「第三国」と称する）が管轄権を行使す
ることが期待されるようになっている。では、実際に第三国が管轄権を行使するとなった
場合、これらの国家は国際法上のいかなる適用基準に基づき管轄権を行使することが可能
となるのであろうか。 
国際法は一般に、管轄権の適用基準を属地主義、国籍主義、保護主義、普遍主義の四つ
に区分する。沿岸国は属地主義に基づき、旗国は、国籍主義の一類型と考えられる旗国主
義に基づき管轄権を行使する。そして、保護主義は、自国の利益が脅かされている場合に
国家の管轄権行使を正当化するものである。そのため、消去法によって、第三国が依拠す
ることが可能な適用基準は、普遍主義のみとなる。 
普遍的管轄権の行使に際し、国家は管轄権行使の対象となる事案との間にいかなる連関
も必要とされない。それ故、普遍主義に基づけば、第三国は海洋でのあらゆる事案に対し
ても管轄権を行使することが可能となる。本論文では、この普遍的管轄権、なかでも、実
体的規則の遵守を確保するための本丸とも言える普遍的司法管轄権に焦点をあてて研究を
行う。海洋法の文脈において普遍的司法管轄権は、海賊行為を中心に既にいくつかの条約
に規定されている。議論の余地はあるものの、UNCLOS 第 218 条は船舶起因汚染に対し、
「海洋航行の安全に対する不法な行為の防止に関する条約（以下「SUA条約」と略記）」は
同条約が犯罪と規定するものに対し、普遍的司法管轄権を規定しているとされる。しかし
ながら、海賊行為を含むこれらの三つの事案に対する普遍的司法管轄権は、それぞれが個々
に形成されてきたため、海洋法における普遍的司法管轄権それ自体に対する包括的な検討
が十分とは言い難い。 
そのこともあってか、実際に国家が海上での事案に対し普遍的管轄権を行使する機会は
限定されており、いざ行使する場面では、当該行使の正当化をめぐり国内裁判所において
多大な労力が割かれているのが現状である。さらに、これまでの研究においても、海賊行
為・SUA 条約上の犯罪、船舶起因汚染はそれぞれ個別に検討される傾向にあり、これら三
つを普遍的司法管轄権の観点からまとめたものは存在しない。そのため本論文においては、
これら三つの事案に対しなぜ普遍的司法管轄権が認められようになったかという、同管轄
権の理論的根拠をそれぞれ分析する。その上で、各理論的根拠の共通項を抽出し、海洋法
における普遍的司法管轄権の展開を跡付け、さらに、今度どのように発展していくか、い
くべきと考えられるかについて考察を深める。 
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本書の構成 
このような問題意識と目的から、本論文の構成は次のようになる。第一章においては、
一般国際法における管轄権の法理について確認する。立法・執行・司法管轄権をどのよう
に分類するか、その適用基準をどのように考察するかを確認する。その上で、本論文の研
究対象となる普遍的管轄権が一般的にどのように定義され、説明されてきたかについての
予備的考察を行う。普遍的管轄権は本論文全体を通じての検討対象となっているため、第
一章ではあくまで、普遍的管轄権という用語により、現在一般的に想起されるジェノサイ
ドに対する司法管轄権の文脈における議論をまとめる。その結果、従来の普遍的司法管轄
権が、犯罪の性質と処罰の効率性という、二つの基準に基づいて形成されてきたことが確
認される。また、普遍主義と同様に、いかなる連関も存在しない場合に許容される代理主
義に基づく管轄権行使についての検討も加える。とりわけ、普遍主義との相違点に着目す
ると、代理主義は、本来管轄権を有する国家の同意を必要とするのに対し、普遍主義の場
合には、そのような同意が必要となるわけではないことが明らかとなった。 
第二章では、海賊行為に対する普遍的管轄権について検討する。海賊行為に関しては、
司法管轄権と執行管轄権の二つの文脈において普遍的管轄権が認められているため、それ
ぞれの理論的根拠について考察を深める。普遍的司法管轄権は、ジェノサイドのように、
その行為が国際社会の共通利益を侵害する重大性を有するために認められると一般的には
説明される。しかしながら、殺人や強盗といった国内での通常犯罪と相違ない海賊行為に
ついては、その行為が重大であるという説明が適当とは思われない。そうであるにもかか
わらず、なぜ海賊行為に対する普遍的司法管轄権が認められているのかを検討すると、公
海上の航行の自由という実利的利益が、国際共同体の利益とみなされていることが背景に
あることが分かる。さらに、近年のソマリア沖における海賊問題に対する国際連合や個別
国家の対応の分析を行う。その結果、これらの対応においては、まさに、公海と領海とを
区分していては実効的な取り締まりを行うことはできないという認識のもと、海洋を一体
のものとして扱うオーシャン・ガバナンスの視点が導入されていることが分かる。このよ
うな観点からすれば、公海と日本領海という水域の限定を図った日本の海賊対処法は、そ
のような水域の限定をしないフランスの法制に比べ、柔軟性に欠けることが分かる。 
第三章では、海賊行為には含まれない海上暴力行為について規定した SUA条約の分析を
行う。同条約が対象とする犯罪について確認すると、そもそも、アキレ・ラウロ号事件を
契機にテロ関連諸条約の一つとして採択された同条約が、近年の実行においては、同事件
での暴力行為とは異なる海上暴力行為に対し適用されていることが分かる。そこで、その
ように広範な海上暴力行為に対し、SUA 条約が容疑者所在国に対し課す義務及び付与する
権限について検討する。特に、同条約が規定する「引渡しか訴追か」の義務と普遍的管轄
権、さらには代理主義との関係を考察する。その結果、容疑者所在国の司法管轄権は、対
象となる事案の性質にもよるが、SUA 条約上の犯罪に関しては、普遍主義に基づくと説明
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されることが分かる。また、海上での執行管轄権に関して、改正議定書において、旗国へ
の通知後 4 時間以内に返信が無い場合に、旗国以外の国家が管轄権を行使することができ
るとするいわゆる「4時間ルール」が採用されているため、同ルールについて検討する。そ
の結果、同ルールにおいては、旗国の同意が権限を行使する前提条件とされていることか
ら、同ルールに従って行使される海上警察権は、代理主義の性質を強く有していることが
分かる。そして最後に、オーシャン・ガバナンスの視点から、SUA 条約において普遍的管
轄権が規定されていることの意義について考察する。 
第四章では、海上暴力行為を離れ、船舶起因汚染に対する普遍的管轄権について検討を
加える。船舶起因汚染に関しては、船舶の寄港した国家が管轄権を行使する寄港国管轄権
の制度が構築されているが、制度を初めて構築した「船舶による汚染の防止のための国際
条約」においては寄港国による「調査」までしか認めてられていなかったのに対し、UNCLOS
第 218条においては、「手続きの開始」までもが認められている。そのため、これら二つの
条約においてなぜこのような制度の違いが生じるに至ったのかを検討する。また、寄港国
管轄権が普遍的管轄権の一形態であるという事実を確認した上で、なぜ、船舶起因汚染に
対して普遍的管轄権、具体的には、普遍的司法管轄権が認められるのかを考察する。そう
すると、海洋環境が、国際共同体の実利的利益として保護されるようになっていることが
分かる。その上で、オーシャン・ガバナンスの視点から、船舶起因汚染に対する普遍的管
轄権が認められることの意義について考察する。とりわけ、UNCLOS第 218条 1項が公海
と他国領海とを区分せずに規定していること及び、「Port State Controlに関する地域協力
に関する覚書」に基づき統合的な管理が行われていることを、オーシャン・ガバナンスの
観点から評価する。 
第五章においては、まず、UNCLOS体制において、普遍的司法管轄権が今後どのように
展開していくか、また、どこまでしか展開できないのかを考察する。その結果、旗国主義
について規定したUNCLOS第 92条の文言や、同条約が参照規則を規定していることから、
新たな普遍的司法管轄権は既存の旗国や沿岸国の権限と併存し得ることが分かる。その一
方で、UNCLOS体制においては、規範が具体化し、強制紛争解決制度が設けられているこ
とから、従来と異なり、国家の一方的な管轄権の行使によって法がさらに発展していく可
能性はさほど高くないと考えられる。そのため、UNCLOS体制においては国家間の合意が
より重要な役割を持つと結論付けられる。 
そこで、どのような合意がなされるべきか、換言すれば、UNCLOS体制からどのように
発展させていくべきかについて、オーシャン・ガバナンスの視点から模索する。具体的に
はまず、第二章から四章までの各事案に対する普遍的司法管轄権の理論的根拠の共通項と
して導かれる、海洋を管理する上での取締り・抑止の効率性をより巨視的観点から分析す
る。そうすると、経済的観点からは、現行海洋法における管轄権の配分は必ずしも最善と
は言えないことが分かる。というのも、現行海洋法は、UNCLOSが先進国と途上国とが妥
協する形で締結されたこともあり、国家平等の原則を強く意識しており、同原則を効率性
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に優先しているからである。そのため、効率性を追求する上での障壁となっている国家平
等の原則を、どのようにすれば乗り越えることができるのかについて検討する。その結果、
国家平等の原則が、個人の平等の延長線上に捉えられてきたことに鑑み、個人の平等の確
保が実現すれば、国家の平等を制限する形での普遍的管轄権の行使も許容され得ると考え
られる。そして、個人の平等を確保するためには、普遍的管轄権は、国際基準を遵守させ
るためのものとして形成されなければならず、また、旗国・沿岸国・容疑者の国籍国の管
轄権を補完する形で運用されなければならないことが分かる。 
 
本書の結論 
現在普遍的司法管轄権が認められる海賊行為・SUA 条約上の犯罪・船舶起因汚染の三つ
のいずれもが、その性質上、国際共同体の利益を侵害するものである。そして、同管轄権
を許容したほうが取締り・抑止が効率的に行われることとなるために、当該管轄権は認め
られるようになったと考えられるのである。ただし、これら三つの事案が侵害する国際共
同体の利益とは、ジェノサイドが侵害するような道徳的な利益ではなく、海上航行や海洋
環境といった国際共同体の実利的利益であることに留意する必要がある。海上を一体的に
捉えるからこそ、公海だけでなく他国水域での事案に対してまで、また、統合的な管理を
志向するからこそ、広範な事案を普遍的司法管轄権の対象とすることができたのである。
このように、現行海洋法上の普遍的管轄権においても、オーシャン・ガバナンスの視点を
確認することができる。 
犯罪の性質と効率性の関係は、理論的にはまず、対象となる事案が国際共同体の利益を
侵害するものと措定され、その後、取締り・抑止の効率性が検討されるはずである。しか
し実際には、取締り・抑止の効率性を高めるために国際的な合意が為された場合、そのよ
うな合意が取締り・抑止しようとする事案は国際共同体の利益を侵害するものとみなされ
るようになる。既存の SUA条約上の犯罪や船舶起因汚染に関しても、まず取締り・抑止の
必要性があり、当該取締り・抑止を正当化するために、国際共同体の利益が実利的利益を
包含するようになったものと考えられる。したがって、海洋法の普遍的司法管轄権に関し
ては、犯罪の性質よりも、海洋を管理するための取締り・抑止の効率性を重視する形で展
開されていると言えよう。このような効率性の重視が強まるとなれば、犯罪の性質基準は、
海上の事案に対する普遍的司法管轄権の濫用を防止し拡張を制限するためには、有用では
なくなっていくと考えられる。 
また、本論文で検討した三つの事案に対する普遍的司法管轄権は、いずれもオーシャン・
ガバナンスの視点から海洋を管理していく上で有用と言える一方で、これらのみでは、海
洋を統合的に管理することには限界がある。そのため、現行の UNCLOS 体制においても、
新たな条約や参照規則といった国家の合意を通して、普遍的司法管轄権を更に発展させて
いく必要がある。とりわけ、限られた資源を有効活用するために海洋の管理の効率化を経
済学の観点から追求するとなれば、国家の軛を離れた人のためのオーシャン・ガバナンス
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を志向する必要があり、普遍的管轄権の発展はその中で検討されなければならない。 
この発展を具体的に推し進める上では、既存の実体的規則が注目に値しよう。冒頭でも
確認したように、現在、海洋において遵守が求められる実体的規則は極めて多岐に及んで
いる。それ故、これらについての普遍的管轄権の行使を認めるだけで、オーシャン・ガバ
ナンスは著しく進展するものと考えられる。また、国際海事機関は複数の委員会を設け定
期的に活動しており、今後の更なる立法についても期待ができる。しかしながら、普遍的
管轄権の行使には国家の裁量が認められる範囲が少なくない。そのため、国際基準の遵守
の確保が普遍的に為されることとなれば、平等の観点からは問題も生じ得る。したがって、
新たな普遍的管轄権を形成するにあたっては、可能な限り個人の平等に配慮する必要があ
る。この個人の平等の観点は、犯罪の性質基準に代わり、海上の事案に対する普遍的司法
管轄権の濫用を防止し、拡張を制限する機能を果たすかもしれない。また、個人の利益に
鑑みれば、運用に際しても、普遍的管轄権は、旗国・沿岸国・個人の国籍国の管轄権を補
完する形で行使されなければならない。 
このように、普遍的司法管轄権の補完性を原則化した上で、例外として、お互いを旗国
とする船舶に関しては国際基準の違反がないと相互に信頼しあうことが可能な場合には、
例外的に、そのような補完性を除外する合意を結ぶこともできよう。現在は、普遍的司法
管轄権を認める規定が存在しない事案については、旗国のアド・ホックな同意がある場合
にのみ、第三国は管轄権を行使することができる。しかし、オーシャン・ガバナンスの観
点から普遍的司法管轄権を敷衍すれば、原則として同管轄権の行使は認められ、例外を設
けるためには、別途条約が必要とされることとなるのである。 
また、現代国際法において、規則の遵守を確保するメカニズムは、国際機関によるもの
と国家によるものの二つに大別される。現在、ISA が深海底に対して有するような広範な
裁量を、海洋全体に対して有する国際機関は存在しない。それ故、本論文においては実体
的な規則の遵守の確保が現実的に期待される国家、特に国家の行使する普遍的管轄権に焦
点をあてて検討を行った。確かに、普遍的管轄権についても、その形成において個人の平
等を確保し、運用において補完的なものと位置づけることで、同管轄権が有する不平等や
濫用といった問題を防止することは一定程度可能であろう。しかしながら、この不平等を
是正し濫用を防止する観点からより望ましいのは、国際機関による一元的な遵守確保と考
えられる。別の視点からすれば、国家による普遍的管轄権の行使は、旗国・沿岸国といっ
た個別国家による排他的な遵守確保から、国際機関による遵守確保に至る道程にあるもの
と言えるかもしれない。 
